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満洲事変前後 "-' 38年度第 1 期






れ以前から行われていたようでたとえば南満洲鉄道庶務部調査課[ 19J は 『満洲に於け る農業金融』 と
いうタイトルであるがそこで取り扱われているのは満洲国でいうところの狭義の農業金融である。
満洲国における農業関係金融についての研究は農業金融を主として担当した合作社について片桐
[7J [8J ， 柴田[22 J があ る 。 柴田[22 J は興農金庫に も触れてい る 。 特産金融につ いては風間[6 J,
飯塚・風間 [ 3 J が糧桟への金融に言及 してい る 。 風間 [ 6 J は農産物流通を担 っ た中国商人であ る糧桟に
焦点を合わせっつ，満悦|国の農業について包括的に論じている。
2) 但 し ， た と えば36年10月 ~37年 9 月 を36年度 と 呼ぶか37年度 と 呼ぶかは一定 してお らず， 普通 は こ れ






























(建国大学満洲経済実態研究班 [ 9 ] , 7-14頁， 風間 [6], 228-31頁 ， 飯塚 ・ 風間 [3], 429-33
頁。)


















一因となったからである o (建国大学満洲経済実態研究班[9]l 126-42頁 ， 風間 [ 6]l 231-9
頁。)




図 1 満洲事変後における大豆取引 に関連する支払及び金融の様態
l 金融合作社 i
~τ 二刀 舗濃事合作制\ L一二
4一一 現金支払
4… 一 現銭期糧
4・・・・ ・ 金融機関に よ る金融













































合計 695 100.0 1,316 100.0 3 ,045
























































































































7月 8月 9月 10月 11月 12月 1 月 2月 3月 合計占有率
満洲中銀 2.9 1.9 1.8 1.7 8.1 18.1 16.2 8.9 11.2 70.7 16.3
満洲興銀 13.3 7.1 6.9 7.2 26.1 37.3 34.2 27.4 37.9 197.6 45.4
普通銀行 1.7 1.6 1.2 1.1 2.3 3.1 4.2 1.6 2.1 18.8 4.3
正金銀行 5.7 2.5 2.5 2.6 13.8 27.6 38.1 23.1 31.8 147.6 34.0




















2 に よ れば， 38年7月--39年3月 にお け る満洲国側銀行の特産資金におけ る満洲中銀 ・ 満洲興銀 ・



















よる先物買は，農民の資金需要期たる 5月 "-' 7月に収穫後の引渡数量を確定して買い付けるも
のである(批糧取引)。買付の時点で現金が農民に支払われ，収穫後に穀物が引き渡されるの
































権文書R4-3， 32-3頁) 0 35年3月 末時点で大興公司は全満に126軒の 当舗を有 し ， そ の貸出残高
は7 .1百万闘であった。大興公司以外の当舗は同時点で542軒貸出残高10 .5百万圃である。(満











35年"-'36年にか けて行われた南満十県各一筒屯にお け る 同様の調査では 農家相互の比率は
56% と ほぼ同 じ で あ り 下層民ほ どそ の比率が高い と い う 傾向 も 同様であ る が， 営利的貸付業
者12%，商人19%，雑業者3%などの比率が高く，銀行等からの借入はほとんどなし、。また，こ
の調査の行われた十県には金融合作社が既に設立され貸出業務を開始していたにもかかわら


















































改組された。(張公権文書R4-3， 15-6頁， 風間 [6], 115-7頁。 )
39年11月 に開始さ れた大豆の特産専管制は中間商人=糧桟の排除に よ っ て輸出価格を低下さ
せる目的を持っていた。そのため大豆の公定買付価格は百斤7圃(新殻大豆混合保管一等品麻








とになる。漸く 40年2月 18日に公定価格が8 . 50固に引上げられたがこの措置が再値上期待を
喚起して出荷が更に手控えられるという逆効果を生み出す始末であった。かくて初年度の大亘



















融資し，麻袋を調達・供給した効果で，一定の買付に成功している o 40年12 月 上旬現在で ， 専





以上が40年度に設定された大豆の統制収買機構であった。(建国大学満洲経済実態研究班 [ 9 J,
80-6頁。 )
3) 糧桟組合は特産収買統制の 目的で案出 さ れた制度で 任意 (甲 号) 組合 と 出資 (乙号) 組合に分かれ
る。甲号は取扱数量や取引価格の協定を主とし加入糧桟はそれらに従いつつ自己の計算で取引を行う。
乙号では糧桟はその出資者となり取引は組合の計算で行われる。
4) 特約収買人に は39年度は三井物産 ， 三菱商事， 賓隆洋行， 瓜谷商店の四社が ， 40年度 に は 三井物産 ，

























(風間[ 6], 135-9頁。 )
2.1.4 42 年度
































41年度 満洲中銀 三井銀行 正金銀行朝鮮銀行満洲興銀 計
農産公社 25.0 0.0 103.5 0.0 19.0 147.5
特約収買人 15.1 54.5 37.8 2.0 0.0 109.4
計 40.1 54.5 141.3 2.0 19.0 256.9
42 年度 満洲中銀 三井銀行正金銀行朝鮮銀行 満洲興銀 言十
農産公社 133.5 0.0 5.0 0.0 0.0 138.5
特約収買人 45.3 22.0 133.0 8.4 0.0 208.7
計 178.8 22.0 138.0 8.4 0.0 347.2
資料張公権文書 R4-3 ， 18-9 頁。
特約収買人の資金調達は 41年度の最高所要資金総額で見て 263百万圃にのぼる(1 2月)。その






年度では三井銀行からの借入が 54 .5百万国と多い。 42年度は更に満洲国側の金利がヲ|き下げら
れたにもかかわらず正金銀行からの調達と満洲中銀大連支店からの調達が増大している。
(張公権文書 R4-3 ， 18-9 頁。 )
42 年12 月31 日現在の金融機関に よ る特産資金貸付残高は表4 に総括さ れてい る O こ れに よ れ
ば国内の総額は 436百万園であり 5)この他に関東州所在銀行の特産資金貸出額が総額 234百万
圃あって，収買資金総額は 670百万固となる O各機関別の残高，占有率は次のようになっている O



















































正金銀行と大連日本側銀行を合計するとその占有率は 74 . 3%になる Oつまり 42年末のこの
段階に至っても，特産資金は日本側銀行によって供給されていた，といってよし、。大連日本側
銀行の預金・貸金残高の推移は表 5に示してある O
5)42 年9 月30 日現在では112 百万園であ る か ら 三 ヶ 月 で324 百万国 も膨張 してい る。
63
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表 5 大連日本側銀行の預金貸金年末残高推移 単位百万圃
38年 39年 40年 41年 42年 43年 44年 45年
横浜正金 貸出 61 92 114 108 199 309 390 448
預金 22 35 40 45 55 55 78 101
貸出-預金 38 57 74 63 143 254 312 347
朝鮮銀行 貸出 80 127 163 130 224 332 454 481
預金 68 76 81 よ噌lO l 119 144 231 279
貸出-預金 1 51 82 29 105 188 223 202
38 年 39 年 40 年 41 年 42 年 43 年 44 年 45 年
台湾銀行 貸出 10 17 22 23 28 49 57 48
預金 2 3 7 6 9 1 16 19
貸出ー預金 9 14 15 17 19 38 41 29
三菱銀行 貸出 28 30 35 36 60 63 76 71
預金 4 9 16 25 26 30 44 42
貸出-預金 23 21 19 1 34 33 32 29
三井銀行 貸出 45 54 49 61 58 144 136 125
預金 2 8 17 23 34 71 88 78
貸出-預金 44 47 32 38 24 72 48 48
第一銀行 貸出 19 24 33 37 以降三井銀行ト合併
預金 7 12 21 27 帝国銀行トナル
貸出-預金 。 12 12 12 10
住友銀行 貸出 9 29 37 45 50 52 48
預金 4 16 25 30 36 41 45
貸出-預金 5 12 12 15 14 1 3
安田銀行 貸出 8 20 23 36 60 71
預金 5 14 22 26 37 40
貸出-預金 3 6 10 24 31
三和銀行 貸出 3 1 21 29 49 53
預金 2 10 19 19 34 34
貸出-預金 3 10 15 20
小計 貸出 84 129 169 221 272 369 430 418
預金 8 31 76 123 166 193 259 278
貸出-預金 76 99 93 98 106 177 171 139
38 年 39 年 40 年 41 年 42 年 43 年 44 年 45 年
総計 貸出 224 349 446 459 6941 ,011 1,2741 ,347
預金 98 142 197 269 340 392 568 658
貸出ー預金 126 207 250 190 354 619 706 687
資料大蔵省管理局 [ 22 ] ，満洲篇 IV， 191-2 頁 ， 第60 表。





41 年に行われた興農合作社に よ る全満各省791 屯55 ， 191 戸の農家につ いての調査で は ， そ の 占




合作社 39 . 1 2%
当舗1.56%
地主 5 . 67%
農家相互 45 . 65%




















42 年末時点の農業資金貸付の残高は表7 に示 さ れて い る O そ の総計は142 百万圃で あ る 。 但
し農業資金は 12月末には相当収縮しているので，これを 42年 9月 30日末で見ると 309百万固と 167
百万国も多い 7)。すなわち興農合作社と大興公司と私当舗でほとんどを占めていることになる。
尚，両社に対する 42年 12月末の満洲中銀の資金供給は，興農合作社 64百万圃，大興公司 4百万










8)41 年5--7 月 にお け る興農合作社に よ る農家負債の調査では 「当舗」 の割合がわずか1.56% と な っ て い
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表 8 満洲中央銀行大口貸出先 単位千園
39/12 40/12 41/12 42/12 43/8
政府 390 98 185 154 145
公共団体 55 48 21 18 30
地方債 36 23 20 18 10
その他 19 24 1 1 20
金融機関 228 434 371 377 1,149
興銀 139 326 252 260 522
正金 302
興農合作社 40 70 74 64 *280
商工金融合作社 5 。 14 7
大興公司 17 19 18 4 6
その他 27 19 26 35 31
特殊会社 124 233 82 64 66
満洲拓殖(1) 64 53 33 26 32
農産公社 (2) 38 136 2 3 1
満鉄 12 14 13 13
満洲棉花 15 19 18 12 3
満洲麻袋 5
満洲石口 。 3 2 3
満洲口業 。 2 2
その他 7 9 12 2 8
一般 75 59 99 78 15
鐘紡 17 19 19 20





満洲製糸 2 2 2
その他 53 26 33 29 1
合計 871 872 758 692 1,405
資料張公権文書R3-4。




15頁) 。 これ らを総合する と ， 42年末時点の農業関連資金の残高は表10のよ う にな る O こ の資金を
調達地で見ると，特産資金のうち497百万国が日本側銀行および正金銀行分であり，満拓分を全て
日本からと仮定すると両者の合計は733百万圃となるO残りの314百万圃が満洲国内の調達であ
るから，農業関連資金の30%のみが国内調達， 70%が日本からであったことになる O 9)
9) こ れを第一次五 ヶ年計画の農業資金投入と比べてみよ う 。 五 ヶ 年計画全体で投入さ れた資金は鉱工業
4 ，218 百万圃 ， 交通通信1 ，670 百万圃 ， 農畜林開拓1 ，027 百万圃 と な っ てお り ， 農業関連 は鉱工業の四分の 4





























表 1 0 42 年末時点の農業関連資金の残高推計
特産資金 669百万園
農業資金 142百万固
満洲拓殖 236百万園 (43年 3月 末)
合計 1， 047百万園
資料:張公権文書 R4-3 ， 215 。
2.4 小括
第 2期を第 1期と分ける最大の要因はいうまでもなく農産物統制の開始にある。農産物統


















方策要綱が策定されたことで具体化され 43年 1月 20日に戦時緊急農産物増産方策要綱が策定
されて以降本格化する o (満洲国史編纂刊行会編[13], 719-28頁。 )
この増産政策は，計画作物の作付面積増加，農業労働力の需給調整，化学肥料農業薬剤の配
給などを内容とするO計画作物として(1)先銭供与の11種(大豆大麻子小麻子，蘇子，高
梁，包米，粟，大麦，燕麦，小麦，籾)， (2) 繊維作物5種 (綿花， 洋麻， 青麻， 線麻 ， 亜麻) ， (2)
晴好品の煙草，甜菜の 18品目が選定され，生産と蒐荷の計画化が構想された。(日本銀行金融
関係資料 1570-2 ， 568-9 頁。 )
興農金庫の設立は満洲中銀の普通銀行業務分離という目的と同時に上に述べた農産物増産
政策の一環という意味も大きし \ 0 43 年 6 月 に出 さ れた 「農業金融調査報告書」 で は繰 り 返 し農
村の生産局面への農業資金の大胆な投入の必要性が指摘されているが興農金庫はその役割を









(3) 小作制度改訂に よ る廃耕の防止
























(3) 出荷割当 に応 じ た無担保金融の実施
(4) 集団出荷， 小作料金納制又は代金納制の奨励








塩，燈油，タオル等を適宜配給することになっている o (日本銀行金融関係資料1570 - 1， 43-9頁，
327-8頁。 )
この年度の増産計画の特徴は大豆・小麦といった商品作物よりも単位面積当り収穫量の多
い自給作物増収を奨励したことである o 43年度の作付面積で見る と 大豆 小麦の 占有率がそ
れぞれム1. 1 %，ム1.5%減少しかわって高梁・粟・トウモロコシがそれぞれ1.2%， 0.7% , 1.8%
増えている。戦争を継続するための食糧増産がこの計画の主要目的であった。(日本銀行金融
関係資料1570- 1， 896頁 ， 902頁。 )
43年度の蒐荷目標は42年度実績598万 ト ン を は る かに上廻る723万 ト ン と さ れたが， そ れ に対
する実績は766万トンであり，目標を34万トン超過した。目標を達成した地域に対して満洲国
政府は「報恩出荷Jと称する追加ノルマを設定し蒐荷量の積み上げをはかった。 43年度の好
成績は満洲国にとって画期的なことであった。(日本銀行金融関係資料1570-2， 569-71頁。 ) 1 1)
この成功を受けて43年度の農産物物動計画は供給7，447千トンと決定され，それを国内需要
5，119千 ト ン ， 軍需921千 ト ン ， 輸出1 ，407千 ト ン に振 り 向け る も の と さ れた。 供給の内訳 は交易
場出廻量7， 207千トン，農産公社持越量 (43年 9月末)と 44年度の早期出荷の合計240千トンで









ことがわかる o (日本銀行金融関係資料1570-2， 571-7頁。 )
3.1.2 44 年度
43 年度の 目標達成を受け た44 年度に は蒐荷政策に大 き な変更が加え ら れた。 それは特約収買
人制度の廃止である。特約収買人を廃止して農産公社が直接に糧桟組合を統制する体制への





係資料 1570-2， 1-3 頁。 )
収買価格はインフレに追随すべく引き上げられまた大豆収買価格を改訂して従来北満に不
利であったものを全満一律とした(風間[ 6], 146-8頁)043年度の特別配給が早期出荷者(11月









でも約 5万袋， 4 ，300千匹分の麻袋の不足が予想さ れ， 農産物輸送上の |溢路 と な っ てい た。


























機構に合致したものであったといえよう(石田[ 5])。逆に 39年度 "-' 41年度の失敗は大亘出
荷ルートの統制のみに専心し，交換に投入すべき生活雑貨の供給ルートを確保しなかったことに
あるということになるO満洲国の日本からの輸入総額は40年をピークとして以降急激に減少して
ゆくが，そのなかで綿製品だけが43年70百万国， 44年149百万固と逆に価額が増加 している O 綿製
品輸入の突出は特別配給を維持するためであったと考えられる(山本[ 24], 210頁， 表10-B) 。




















金の手当が開始された。(日本銀行金融関係資料1570- 1， 164-5頁 ， 178-9頁 ， 305頁。 )












13) 興農会は興農合作社の下部組織と して従来の村落を単位と し て各地で設立さ れ ， 41年末時点で28 ，085



































































)I国(株)， (株)高木商店，合資会社深尾洋行，裕巳源(株)，三菱商事(株) ，益発合(株) ，賓
隆洋行，合名会社佐賀商店，日清実業(株)，合資会社須藤商店
(2) 綿実の収買…満洲綿花 (株)
(3) 亜麻仁の収買…満日亜麻紡織 (株) 鐘 ヶ 淵紡績 (株) 満洲殖産工業 (株)
という顔ぶれであった。
人文学報
表 1 1 43年度の農産公社への貸出の割当
興農金庫 80百万園
満洲興銀 150百万園 (但 シ暫定的)




資料:日本銀行金融関係資料1 570- 1 ， 360-5頁。
は朝鮮銀行からの正金銀行は本店からの日本園資金調達を停止して満洲中銀からの借入に振




60百万国を国外で調達す る も の と さ れた。 三井は45百万圃を ， 三菱は15百万園のみを国外調達
することになった。(日本銀行金融関係資料1570- 1， 402-3頁。 )
満洲中銀の満桝|興銀，正金銀行，興農金庫への貸出は当初それぞれ800百万園， 500百万国 ，
600百万園の枠が設定さ れて いた。 し か る に特産収買の好調を反映 し て10月初 日 に興農金庫100
百万国， 11月 2日に満洲興銀200百万国，興農金庫100百万国， 11月 25日に正金銀行130百万園，
12月1 日 に満洲興銀100百万圃 と ， 合計630百万園の極度増額が行われた。12月1 日現在の各行
の満洲中銀からの借入残高は満洲興銀957百万圃正金銀行512百万園興農金庫638百万園の
合計2， 207百万闘であり，これは 9月末の残高と較べて920百万圃の増加であった。(日本銀行




資料1570- 1， 442 -3頁， 1570-2, 23-4頁。 )
この結果， 43年末の通貨発行高は3，079百万固 と42年末の1 ，728百万圃か ら一挙に78% も増加
した 15) 。
43年度の国内資金供給の内容は表13の よ う に推計さ れて い る 。 こ れ ら数値の計算根拠は次の
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資料:日本銀行金融関係資料1570- 1， 442-3頁， 1570-2 ，23-4頁。
表 1 3 日本銀行新京駐在参事によ る43年度の国内資金供給推定額。
鉱工業資金増 467百万固 34 . 6%
農業資金増 466百万国 34 . 5%
開拓資金増 51百万圃 3 . 7%
軍費増 367百万圃 27 . 2%




358百万圃 と そ の他生産資金増109百万国よ り な る O
(2) 農業資金増は43年末の農産物収買量7，259千 ト ン と42年末の4，149千 ト ン の差額3，110千 ト ン を
収買量増とし，トン当り 150固として収買資金の増加としている。
(3) 開拓資金増は満拓の国内社債引受。















132百万固 と221百万国に達 し ， 目標を233百万国 も超過 し た。 ( 日 本銀行金融関係資料1570-1 ，





43年度にお いて も概算払の実行に よ っ て収買人 ・ 糧桟組合の資金負担は小さ く な っ て い たが ，
44年度に は特産資金の全てが農産公社か ら一元的に流れ る こ と と な っ た。










































































































になった。(日本銀行金融関係資料1570-2， 612-4頁 ， 580-1頁。 )
44年度収買目標量879万 ト ン に対す る農産公社の資金計画は約1 ，758百万固 と概算 さ れ ， 一応














(2) 更ニ第二松花江流域ニ五O千陪 東遼河流域ニ二十千陪ノ 水田 ヲ 十一 十二両年度中ニ新規
造成シ，














表 1 6 44年12月末時点の農産公社への貸出残高
借入残高前年同期比

















から750百万園に拡張された。(日本銀行金融関係資料1570-3， 502-3頁 ， 534-5頁 ， 624-5頁。 ) 16)
特産資金については 43年度の如き早期出荷の集中が回避されたためその膨張は 43年度よ
り緩慢であった。 11月末の農産公社の借入金は1. 102百万圃であったがこのうち 202百万国は
前年度からの繰越で新期収買資金は 900百万園である o 44 年度の枠に は ま だ700 百万園の余裕が
あるが，この時点では収買目標量の 51. 7%しか蒐荷されておらず， 1 ，600 百万園の枠を12 月 中 に
突破することが確実視されていた。(日本銀行金融関係資料 1570-3， 892-7 頁。 )
しかるに，出荷目標の 90 . 6%を蒐荷した 44年 12月末の農産公社の借入残高は表 16のような水
準に留まっている D農産公社の借入残高は合計で 1 .4 57百万園と 43年度の最終残高の1. 5倍に達





喰止メタル有力ナル一因トス。(日本銀行金融関係資料 1570-3， 933 頁。 )

































たのであった。(高碕 [ 23 ] , 140頁。 )
3.3 小括
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